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政府は国の防災対策を主導する防災庁を２０２６年度中に

設置する方向で議論を進めている。阪神・淡路大震災から

今年１月１７日で３０年を迎えたことから、防災対策を改めて

見直し強化する。特に今後３０年以内に、高い確率で起こる

とされる南海トラフ巨大地震や首都直下型地震、さらに富士

山噴火の備えは急務だ。このため政府は来年度からのスタ

ートをめどに新たに「防災庁」を設置する方針を固めた。専

任の大臣を置き、将来「防災省」へ格上げする意向だ。政府

は防災対策を加速するための勧告権限も持たせる方針で、

必要なインフラ整備や人材育成に注力する。

防災庁には国土交通省、経済産業省、厚生労働省、農林省、気象庁など多くの機関が関わる。平常時から連携体制を強

化し、災害時にタテ割りの行政を越え、一括で調整できる専門機関が必要だからだ。これまでは内閣府が各省庁の調整役

を担ってきたが、近年の災害規模の大きさや多様なニーズに十分に対応するには、人員・予算の面で限界があると指摘がさ

れている。このため政府は防災庁を設置し、防災対策を加速させる。そのために同庁に権限を持たせて、近い将来、起きる

とされる大地震などに的確な対応ができる人材育成やインフラ整備に注力する。 
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政府 来年度「防災庁」設置決定 
専任の大臣設置、インフラ整備・人材育成に注力 
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